【2014人事院勧告・報告の特徴と賃金確定闘争の展開】
(1) 人事院は８月７日、2014給与改定に関する勧告と我々の反対を押し切る形で「給与制度の総合的見直し」に関する勧告・報告を行いました。
(2) 月例給については本年の官民較差0.27％を踏まえ0.3％の引上げ、一時金は民間の支給実績が4.12月で0.17月上回ったことから0.15月の引上げ、ともに７年ぶりの引上げ勧告となりました。その他、交通用具使用者の通勤手当の改善勧告もされましたが、寒冷地手当については2015年度実施ではあるものの、メッシュ2010による級地区分の見直し勧告が強行されました。
(3) 昨年の報告以降、検討が進められてきた「給与制度の総合的見直し」については2015年度から俸給表平均２％（高齢層が多く在職する号俸は最大４％）引き下げ、その引き下げ原資を広域異動手当や、単身赴任手当・本府省業務調整手当等に配分することを主とし、地域手当については民賃の高い地域への配分が強化される内容となっています。
(4) 政府は2014給与改定に対して、骨太方針にある総人件費抑制方針との兼ね合いから、即座に完全実施を判断するとは到底考えられず、最悪、プラス改定となる2014人勧の実施は見送り、2015給与制度の総合的見直しのみを実施するとした政府の対応も想定の範囲として考えられます。

公務員連絡会の方針は、2014給与改定の早期決定を求め、2015給与制度の総合的見直しについては実施断念を求めるとしていますが、極めて難しい情勢にあります（閣議決定の動向については、道本部情報で発信していきます）。
(5) 2014賃金確定闘争は、2014給与改定の課題は不利益変更である寒冷地手当に係る課題を除いて賃金確定期に決着をはかることとします。また、2015給与制度の総合的見直しに係る課題は、継続協議とし、最終的な決着は、全国的あるいは全道的な動向を踏まえて、2015年度当初からの実施を見送らせるよう、2015当初予算編成期・2015春闘期までを見据えて交渉・協議を進めることとします。

(6) また、人事管理の原則や等級別基準職務表の条例義務化などを中心とする地公法改正案が４月に成立し５月14日に公布されました。法律の施行が「公布の日から２年を超えない範囲において政令で定める日」とされ、６月９日の総務省説明会では2015年４月試行・2016年４月本格実施のスケジュールが示されており、８月には各自治体へも総務省通知が発出されています。10月１日には道内市町村担当者を集めた説明会も開催され、人事評価制度の制度設計・導入議論が加速し、今確定闘争期から2015春闘期での交渉強化が求められます。

(7) 本「手引書」は、2014賃金確定闘争を進めるにあたっての「統一要求書」の解説と交渉上の留意点を明らかにしたものです。本「手引書」に基づく学習会を開催するなど、対自治体当局交渉の前進にむけて活用して下さい。
(8) また、自律的労使関係制度の措置については国家公務員法改正法案で「職員団体と意見交換を行いつつ合意形成に努める」旨が盛り込まれた附帯決議が採決されたことや、審議過程で担当大臣から「政府全体として検討する責務があると考えている」旨の答弁、地方公務員については総務大臣が「国家公務員についての動向を踏まえながら対応する必要がある」と答弁していることから、引き続き総務省・内閣人事局対策を進める必要があります。

自律的労使関係制度の措置を展望するなかで、交渉合意事項は全て書面で残すことが極めて重要な作業となります。「自律的労使関係制度の措置に向けた闘争サイクルの確立と書面協定について」を参考にしながら、全単組で準備を進めることとしていますので、しっかりと全単組で取り組みましょう。
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